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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、戦時体制期・戦後改革期に我が国で実施された複数の農家調査の復
元と分析を行うことである。対象となる農家調査は、東京大学と京都大学に所蔵されている戦前期の資料であ
り、農林省によって実施された「農家経済調査」、「主要農産物生産費調査」、「土地売買事例調査」、「田畑
所有状況調査」や、京都帝国大学農学部農林経済学教室で実施された「農業経営聴取調査簿」などである。本研
究の遂行により、それぞれの資料の残存状況の全貌を解明できた。また、農家調査票の電子画像化も行われ、メ
タデータの整備により、各資料へのアクセスの大幅な改善が図られた。また、これらの個票の復元による実証分
析も実施された。

研究成果の概要（英文）：The aim of this study is to restore and analyze the several surveys of 
agricultural households conducted in Japan during the wartime regime and the postwar reform era. The
 farm surveys consisted of the data housed in Kyoto University and the University of Tokyo: the "
Farm Economic Survey", "Farmland Transaction Survey", and "Land Holding Survey of Paddy and Upland 
Field" conducted by the Ministry of Agriculture and Forestry, as well as the agricultural household 
survey conducted by each universities. The results of this study revealed the following: (1) The 
status of the remaining documents pertaining to each survey was clarified, and it was possible to 
prepare the documents as metadata. (2) In the case of some of the surveys, electronic survey images 
were also used, which greatly improved the convenience of the documents. (3) In the case of some 
surveys, micro data were restored and a quantitative empirical analysis was conducted.

研究分野：農業経済学
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  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
研究成果の学術的意義や社会的意義として、次のことがあげられる。第一は、本研究で構築するデータセットや
メタデータ作成によって、戦時体制期・戦後改革期の農家経済調査の個票をより効率的に利用する基盤が形成さ
れることである。また、大量かつ良質なミクロ・パネルデータによる実証分析の結果から、既存研究成果の計量
的な再検討をはじめ、我が国の経済発展の中で農業が果たしたさまざまな役割について、経済史、農業経営学、
計量経済学、開発経済学等の立場から本格的かつ総合的に再検討を加えることが可能となった。これらは、大き
な学術的意義や社会的意義を有するといえる。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

戦前期には、現在では考えられないほどの詳細な農家調査が各地で実施されてきた。政府統計
では、京都大学に移管されている農商務省、農林省による「農家経済調査」が代表的なものであ
るが、そのほかにも帝国農会によって実施された農家経済調査、農業経営調査を始めとする各種
の農家調査や、京都大学が実施してきた「自計式農家経済簿」のように、大学が独自に実施して
きた農家調査がある。また、恐慌後には、旧農林省積雪地方農村経済調査所が設置され、独自の
農家調査が実施されてきた。我々は、こうした数多くの戦前期の農家調査について、京都大学を
中心として研究プロジェクトを組織し、資料の体系的保存とその実証分析を進めており、これら
の取り組みは、農業史研究の蓄積を開発経済学のベースにのせる意図を持つ新動向として言及
されてきた（坂根（2012））。こうした中、東京大学農学部にも、農林省や東京帝国大学農学部農
経教室が戦前期から戦後間もない時期に実施された農家調査の調査票を多数所蔵していること
がわかり、共同研究を企画することにした。 

 

２．研究の目的 

上述の研究の背景に基づき、本研究では、次の二点の課題を設定した。第一は、戦時体制期・
戦後改革期農家経済の実証分析である。戦時体制期・戦後改革期の農家経済行動や農家の世帯構
造変動、土地売買の規定要因の計量分析を実施し、既存研究成果の再検討を行う。第二は、デー
タセットの構築・メタデータの作成である。収集・所蔵されている農家調査資料について、デー
タセットを構築するとともに、当該資料について農業経営学的、農業史的、経済統計学的に検討
し、今後のアーカイブ利用者のためのメタデータを作成する。 

 

３．研究の方法 

本研究では、上記の通り設定した課題に基づき、次の方法で研究に取り組んだ。本研究では、
戦時体制期・戦後改革期に我が国で実施された農家調査の復元と実証分析を行った。新たにデー
タセットの構築を行うものについては、資料の散逸、破損を防ぐために、まず撮影を行い、その
後、メタデータの作成、データセットの構築を行った。戦前期の紙媒体からの撮影、電子化作業、
入力・校正作業に多くの時間を要することから、本研究は当初４カ年の計画で実施した。本研究
では定期的に研究会を開催し、研究成果の共有化を図るとともに、必要に応じて、外部有識者か
らの評価・助言を受けた。 
 
４．研究成果 
(1) 研究成果の概要 
 本研究では、「戦前期農林省農家経済調査」、「帝国農会農業経営調査」、「庄内地方米作農村調
査」、「戦前期主要農産物生産費調査」、「農業経営聴取調査（岡山県興除村）」などで、別掲の通
り、学術論文や国内外の学会等での報告も含め、多くの成果をあげることができた。とりわけ、
東大に所蔵されている農家資料は、当初想定していた農林省「土地売買事例調査」のほか、戦前
期に東大農経教室が実施した農村調査の調査個票（農村社会生活調査）や、戦前期に農林省が実
施した「田畑所有状況調査」、戦後に実施された「1949 年農地センサス」などを含み、それら調
査個票の全貌を明らかにすることができた。これらの資料整理を通じて、東大所蔵資料へのアク
セスが大幅に改善されたといえる。以上のことから、本研究の研究期間は当初の４年間から３年
間に変更した。また、「戦前期農林省農家経済調査」については、東大資料の調査の過程で、戦
時体制期以前の 1930 年から 1941 年までの「結果表」、「整理簿」を、新たに 99 件分発見し、一
橋大学、東京大学、京都大学で進めてきている、戦前期農家経済調査データベースの高度化に貢
献することができた。以下では、本研究の主要な研究成果のうち、主要農産物生産費調査のメタ
データの整備を行った、三重遷一・仙田徹志（2017）と岡山県興除村の農家調査の復元による数
量分析を行った、金子治平・仙田徹志（2018）の概要について述べる。 
 
(2) 岡山県興除村の農家調査の復元による分析 
1)問題の所在の課題 
 岡山県児島郡興除村（現・岡山市南区興除地区）は、戦前から機械化が早期に進展したことや、
いわゆる自小作前進が見られたことで、戦前戦後に多くの研究が蓄積されてきた。 
 特に戦前においては、戦時期における労働力不足に対して機械化を導入することによって省
力化を図ることが期待され、帝国農会による農業事情調査（帝国農会（1940））や南満洲鉄道株
式会社が原田歳男に委嘱した農業事情調査（南満洲鉄道株式会社東京支社調査室（1941））が実
施された。帝国農会の調査結果では、経営耕地面積別自小作別に家族従業員・雇用労働、小麦・
藺草作付面積、畜力や多様な農業機械のクロス集計表は作成されているが、分析は全く行われて
いない。南満洲鉄道株式会社の調査は、帝国農会の調査結果の再集計や肥料・金融等にまで言及
して多面的に概要を分析しているが、原田自身が「農家経済ノ内容ニ立入ツテノ観察ヲ吾人ハ果
シ得テイナイ」と記述しているように農家経済の分析は全く行われていない。 
 とりわけ、当時の農家経済にとって重要な裏作であった藺草作については、戦前の吉岡金市
（1939）、戦後の高田正規の一連の研究をまとめた高田正規（1990）、農業機械の発展を中心に研
究した南智（2016）でもほとんど触れられてこなかった。その一つの要因として、大正末期から
興除村で急速に拡大した藺草作は、1941 年以降不要不急作物として作付制限が行われるように



なり（坂根（2003））、1941 年以降急速に作付面積が縮小したことが影響しているであろう。戦
後には、出石一雄がたとえば出石（1960）など、藺草刈労働者に焦点を当てた一連の研究を行っ
ているが、藺草栽培農家やその農家経済への関心は向けられていない。 
 そこで本研究では、戦前の自小作前進の到達段階として、戦時体制が本格化する以前の 1940
年に京都帝国大学農学部農林経済学教室が実施した「農業経営聴取調査簿」の個票を集計するこ
とによって、当時の農家経済の一端を明らかにすることを目的とした。その際、経営耕地面積別
自小作別とともに、裏作として藺草作を導入している農家と導入していない農家の違いにも着
目することとした。 
 
2）京都帝国大学農業経営聴取調査について 
 桑原（1967）によれば、京都帝国大学農学部農林経済学教室では、昭和 2 年から「農業経済及
び農業経営の実態を科学的に把握する」ために理論的に組み立てた簿記様式を農家に配布して
記帳させて検証し、日本の農家に適合的な簿記を完成しようとしていた。また同時に「現下の農
家の経済および生活の実態を捉えて研究の資料とすることと、学生に農村ないし農家生活を体
験させる」目的で「農村調査」を行ってきた。当初簿記調査と農村調査は分離したものであった
が、昭和 16 年から農業経営聴取調査として、簿記の集計表の形式を農村調査に導入した。 
 簿記の記帳調査は正確ではあるが、1 年間かけて調査を行うために大量の農家を対象とするこ
とは困難である。一方、農村調査は比較的短期間に大量の調査も可能である反面、正確性は低い
という問題を抱えている。農業経営聴取調査では、農村調査に記帳調査の長所を導入しようとし
たのである。 
 まず、農村調査を実施する予定の農村には、少なくとも 1 年前に村内に簿記記帳農家を設定
し、年度末に集計・決算し、その内容を農村調査参加者に十分理解させてから聴取調査を行うこ
ととした。実査は、「各学生を上・中・下三戸づつの調査農家を担当せしめ、自己の担当せる農
家に順次に宿泊しつつ一戸につき一日乃至二日がかりにて、日中は調査農家の農作業に手伝ひ、
夕食後の時間を利用して経営主及び主婦等より直接聴取りする方法を採用」（大槻・佐山(1943), 
5 頁）している。調査方法について、やや長いが引用の上、紹介する。 

たとへば『貴下の経営の農業経営費が幾何かかつたか』と聞いても大部分の農家はた
だ唖然として返答に窮するばかりである。おそらく経営費とは何であるか。未だ調べて
みようとしたこともないのは勿論、経営費は如何なる具体的費目、項目から構成されて
いるかも知らないであろう。 
 更に経営費を一般の分類に従つて種苗費、肥料費、飼料費、農用薬剤費等の費目に分
かちて費目別に聴いても一般農家にはなほ応答の能力がない。具体的な細目に立ち入っ
て、たとへば肥料費であるならば、硫安を幾貫使用し、過燐酸石灰を幾何使用し、大豆
粕を幾等使用したかといふやうな聴き方をするときに、農家は始めてよく応答すること
が出来るのである。 
 されば聴取り仕方としては、出来るだけ具体的に、従って細目に聴取りする方法を採
用することをむしろ余儀なくせられる事情が内在する。 
 ・・・聴取調査による場合には、調査者に出来る限り簿記調査の経験者を採用し、且
つ・・・一つにはその地域に於ける農業経営の特殊事情をよく認識せしめて聴取調査に
万遺漏なきを期するとともに、二つには調査者をして各聴取項目の平均数字を知悉せし
め置きて、調査農家の応答がその平均数字より甚だしき懸隔があり、しかも之を当然た
らしめる特殊事情の存在を認めることが出来ない場合には、その理由をただし得るだけ
の素養と注意力をもたしめなければならない。然らざる場合にはとんでもない過った調
査結果が獲られる危険が多分に考へられるからである。（大槻・佐山（1943）, 2〜3 頁） 

 つまり、回答者の理解の程度によって正確性が左右されるのを防ぐために個別具体的に調査
するとともに、調査者は予め調査地についてよく理解し、平均的数値からの相違とその理由を意
識しながら調査する必要があることを強調している。 
 聴取内容は、（1）家族労働力、農業経営地、土地以外の農業固定資本、準現物、現物、現金及
び準現金、負債、農外所得、作付及び飼育が記載される調査農家の概況、（2）耕種、果樹、桑樹、
養蚕、農産加工、山林、雑収益から構成される農業粗収益、(3)肥料費、飼料費、加工原料費、
薬剤費、動力費、小家畜費、小農具費、大家畜費、大農具費、労働費、土地用益費等から構成さ
れる農業経営費、附表としての(4)生産部門別所要労働並びに役畜一覧、(5)作業別所要労働、(6)
各作物別肥料施用量である。農業粗収益については各項目について販売、家計消費別に数量と価
額を調査しており、経営の決算には不要にもかかわらず、総生産量と処分先別数量を照合するた
めに経営内部仕向も調査している。農業経営費については、購入と自給別に数量と価額を調査し
ている。集計項目等はいわゆる京大自計式簿記に準拠している。なお、別に家計聴取も行ってい
る。     
 
3) 分析結果の概要 
 本研究では、農業経営聴取調査簿の個票を用いる集計の対象としたのは、興除村について、個
票が残存している 215 戸のうち、経営耕地面積が不明な 1 戸及び麦収穫後に田を貸し付けて経
営耕地面積が変動している農家 1 戸を除く 213 戸である。大正期の小作争議を通じて小作料を
減額してきた興除村の自小作・小作農家は、大正 13 年の干ばつを契機に動力機・揚水機をはじ



めとした農業機械を導入することによって経営を発展させてきた。経営耕地面積 2 町歩以上の
農家は、大正 10 年「産業基本調査」時点の 140 戸から、昭和 14 年の 199 戸へと増加し、経営耕
地面積の拡大という外延的発展を示した。また同時に、本研究で分析を試みたように、遊休労働
を減少させ農業所得を増大させる藺草作の導入という内延的発展も伴っていた点が注目される。
ただし、この内延的発展は、まだ機械化一貫体系が成立していないという機械化の状況を前提と
して、季節的な雇用労働に依存していたため、出石（1960）が指摘しているように季節的に余剰
労働力が発生する雇用労働の供給側の要因に依存していた。 
 
(3) 戦前期主要農産物生産費調査のメタデータ整備 
1) 問題の所在と課題 
戦前期に実施された「農家経済調査」原票の相当数が京都大学に移管されているのは、経済史

の研究者の中でよく知られているが、京都大学農学部附属 旧農業簿記研究施設（以下、旧簿記
研と略す）には、「農家経済調査」のほかに、「主要農産物生産費調査」という、戦前期に実施さ
れた調査原票も保管されている。「主要農産物生産費調査」の調査結果は、全国及び府県別での
統計は公表されているが、調査対象に選別された個別農家の個票は、旧簿記研を除けば、現存し
ていることが確認できていない。そのため、これら農家の個票は、戦時経済体制下の多くの作目
の投入・産出の実態を明らかにするうえで、非常に貴重な資料といえる。そこで、本研究では、
旧簿記研に所蔵されている戦前期の「主要農産物生産費調査」の個票の所蔵状況について、残存
調査を行い、メタデータの整備を行った。 
 
2) 戦前期主要農産物生産費調査の概要 
農産物の生産費調査は、大正期から行われていた。だが、調査方式の統一と調査作物・調査戸

数の大幅な増加が図られた、本研究の対象資料である「主要農産物生産費調査」が戦時期に行わ
れた要因としては、戦時期の食糧増産政策との関係が挙げられる。野田（2013）によれば、「昭
和戦前期の日本では「資源」という言葉が急浮上し、あらゆるものが「資源化（＝資源開発）」
の対象として眼差されることになった」。日本での戦時農業資源開発においては、本格的に戦時
食糧増産に取り組んだのは、昭和 14 年の西日本と朝鮮半島を襲った大干ばつ以降のことであっ
た。戦時体制に突入した昭和 12 年段階ではまだ農産物過剰感が強かったため、同期間の諸政策
は、燃料国策遂行のためのエタノール原料用作物と、外貨獲得のための輸出農産物の増産奨励が
中心であった。しかし、労働力をはじめとする生産諸要素の逼迫と物資動員計画の改定を受け、
昭和 13 年には臨時農村対策部が設置され、翌昭和 14 年には重要農林水産物増産助成規則が公
布された。本規則に基づいて、諸品目の増産と労力調整対策を内容とする重要農林水産物資増産
計画（昭和 16 年以降は「生産計画」）が樹立されることとなった。昭和 16 年には、より抜本的
な増産対策のために農地開発法が制定され、同法および国家総動員法による諸法令に基づき、主
要食糧等自給強化十カ年計画が樹立された。昭和 17 年には、朝鮮半島の干ばつと麦不足のため
需給が逼迫したことや、戦況の悪化に伴って輸移入への依存が困難となり、食糧事情が一気に緊
張したことから、昭和 17 年から 19 年の三次にわたる食糧増産応急対策が取られることになっ
た。 
重要農林水産物増産（生産）計画の増産対象と増産理由の変遷を見ると、昭和 14 年の計画で

挙げられた増産対象作物のうち農産物は、米穀、小麦、大麦、甘藷、馬鈴薯、麻類（苧麻、大麻、
亜麻）がある。米穀は主要食糧として、麦類では小麦が輸出品であったことから位置づけが高く、
甘藷・馬鈴薯は、もっぱら酒精原料であった。また、繊維資源としての麻類の増産に力が入れら
れていた。昭和 17 年の計画では、農産物に新たに大豆、玉蜀黍、黄麻が加わった。また、大麦、
裸麦にも新たに増産計画が立てられた。大豆や大麦は、食糧事情の緊迫への対応であり、玉蜀黍
は食糧とともに不足を極める濃厚飼料として、また黄麻は繊維資源の国内確保策として位置づ
けられた。昭和 19 年の計画では、さらに農産物の増産作物が増え、必需野菜（18 品目）とこん
にゃく芋、除虫菊、菜種、はっか、桑皮、三椏、楮が加えられた。菜種は脂料資源として、はっ
か、除虫菊は、医薬および農薬原料として、桑皮は繊維資源として、楮、三椏は軍票・紙幣等の
軍需および国家的需要に対応した和紙原料として加えられた。こんにゃく芋、はっかは、戦争末
期の資源枯渇のもとで、新たな資源的価値を見いだされ、不足資源の代替物として動員された。
以下で述べる主要農産物生産費調査の調査品目には、上記で挙げた増産作物のうち、桑皮を除け
ば、全てが含まれており、調査品目の選別と調査戸数の変化には、「農産物の戦略的種別化」が
要因として働いていたと考えられる。 
 
3) 戦前期主要農産物生産費調査のメタデータ整備の概要 
本研究で実施した戦前期の「主要農産物生産費調査」の個票の所蔵状況の調査について、主な

結果をまとめると以下のようになる。 
第一に、旧簿記研に収蔵されている「主要農産物生産費調査」の個票には、「原簿」と「原簿」

を集計した「算出簿」が存在し、それらは、年次的に昭和 15 年、16 年、19 年の３カ年に集中し
ており、この３カ年で全体の 96.2％を占めることが確認された。第二に、旧簿記研に残存する
個票は、すべての都道府県を網羅していること、確認される経営階層別には上層・中層・下層の
なかで中層が一番多いこと、そして自小作別では自作が小作の２倍強、残存していることが確認
された(表１、表２参照)。第三に、旧簿記研に残存する主要農産物生産費調査の個票のなかには、 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

農林省から帝国農会が委託を受けた「主要農産物生産費調査」の個票以外に、帝国農会が独自に
調査を行った麦類の個票が含まれる可能性があることが明らかとなった。 
 
 
参考文献 
出石一雄（1960）「岡山県のい刈り移動労務者の地域的研究」『新地理』（地理教育学会）第 8 巻

第 4 号 
大槻正男・佐山八郎（1943）『農業経営聴取調査法要説』西ヶ原刊行会 
岡山県（1948）『興除村農村事情（農業機械化を中心とする）』岡山県 
桑原正信（1967）「農業簿記研究施設の回顧と今後の課題」『農業計算学研究』（京都大学農学部

農業簿記研究施設）第 1 号 
坂根嘉弘（2003）「農地作付統制についての基礎的研究（上）（下）」『廣島大學經濟論叢』（広島

大学）第 27 巻第 1・2 号 
坂根嘉弘（2012）「農業史」社会経済史学会編『社会経済史学の課題と展望』有斐閣   
高田正規（1990）『商品生産的農業の発展と地主制』福武書店 
帝国農会（1940）『興除村に於ける農業事情調査（農村労働事情資料 3）』帝国農会 
野田公夫編著（2013）『農林資源開発史論Ⅰ 農林資源開発の世紀―「資源化」と総力戦体制の比

較史―』京都大学学術出版会． 
南智（2016）『農業機械の先駆者たち』吉備人出版 
南満洲鉄道株式会社東京支社調査室（1941）『興除村農業事情調査報告書』南満洲鉄道株式会社 
吉岡金市（1939）『日本農業の機械化』白揚社 
 
 
 
 
 
 

 

表 1 経営階層別、年次別にみた残存個票数 

 
出所：本研究の研究成果より筆者作成。 
注 1：不明分に年度不明の「生產費調査簿勞働日敷日記」1 つ、「所用勞働量集計表」

1 つが含まれる。 
注 2：昭和 19 年の不明分に「重要農産物生產費調査縣集計表」2 つが含まれる。 

 

表 2 自小作別、年次別にみた残存個票数 

 
出所・注：表１と同じ。 
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